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最近は、希土類金属と 3d 遷移金属の新しい金属間化

合物として 3－29 型や 5-17 型などの金属間化合物が新

しい希土類永久磁石の候補として注目されている (1,2)。

そこで、希土類金属と遷移金属の合金として Sm-Fe 合金

を選び、急冷凝固法により作製した Sm-Fe 合金の構造と

磁気特性について調べたところ、急冷凝固法により作製

した Sm-Fe アモルファス合金急冷薄帯に適当な熱処理

を施した試料が非常に高い保磁力を示すことがわかって

きた(3-5)。本研究では、急冷凝固法により作製した Sm-Fe
合金急冷薄帯に熱処理を施した試料の磁気特性を磁気

特性測定システム(MPMS)で測定した。 

１．概要（Summary） 

 

アルゴン雰囲気中高周波溶解法により作製した

Sm5Fe17合金を原料に用いた。得られた合金に急冷凝固

法（メルトスピン法）を施して、Sm5Fe17 合金急冷薄帯を作

製した。得られた急冷薄帯をタンタル箔に包み込んだ後、

アルゴン雰囲気中熱処理を施して試料を作製した。得ら

れた試料の結晶構造は X 線回折装置で、試料の組織は

電子顕微鏡(TEM)で調べた。得られた試料の磁気特性

は最大磁界±25 kOe の振動試料型磁力計(VSM)で測定

した。また高い保磁力を有する試料については、最大磁

界±50 kOe の磁気特性測定システム(MPMS)で磁気特

性を評価した。 

２．実験（Experimental） 

 

急冷凝固法で作製した Sm5Fe17 合金急冷薄帯はアモ

ルファスであるが、得られた急冷薄帯に適当な熱処理を

施すと Sm5Fe17 相が析出することがわかった。そこで、急

冷凝固法で作製した Sm5Fe17 アモルファス合金急冷薄

帯および得られた急冷薄帯に適当な熱処理を施した試

料の磁気特性を VSM で調べたところ、急冷凝固法で作

製した Sm5Fe17 アモルファス合金急冷薄帯はほとんど保

磁力を示さないが、急冷薄帯に適当な熱処理を施した試

料は VSM の最大磁界 25 kOe を超える大きな保磁力を

示すことがわかった。そこで、これらの試料の磁気特性を

最大磁界±50 kOe の磁気特性測定システム(MPMS)で
調べたところ、急冷凝固法で作製したSm5Fe17アモルファ

ス合金急冷薄帯に適当な熱処理を施した試料は 36-40 
kOe と非常に大きな保磁力を示すことがわかった。現在も

引き続き、急冷薄帯に適当な熱処理を施した試料の磁気

特性の詳細な評価を行っている。 

３．結果と考察（Results and Discussion） 
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